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両大戦間期アメリカ経営学の展開

二 管理技術論的 ・職能論的研究を中心に一

権 泰 吉

1.問 題 の 限 定

本稿の課題 は,第 一次世 界大戦後 か ら第二 次世界大戦 までの期間 におけ るアメ リカ経営学 の理論

的展開 を概観 す ることにあ る。 もちろん,ひ と くちにアメ リカ経営学 と言 って も,そ の内容 は きわ

・めて多様であ って, .方 法的 に統 一 され た理論体 系 をそ こに見いだす ことは困難 である。 そ㊧ために,

私は別構}こお いて,ア メ リカ経 営学の内容 を構成 している さまざまな研 究の代 表的な もの と して,

管理技術論的 もし くは職能 論的研究,行 動科 学的研 究,制 度論的研 究の三つ を抽 出 し,そ れぞれの

研究に見 られ る理論的 ・方法 的特徴 を要約 的に指摘 した。

これ ら三つ の研 究の流 れの うち,生 成 が もっと も早か ったのはテ イラー(F.W・Taylor)の 「科

学的管理」(scientificmanagement)を 始 点 とす る第一 の流 れで あ り,そ れ は,両 大戦間 期 におい

て,研 究の領域 を拡大 す るとと もに理論的 な体裁 を整 えてい る。すなわち,管 理 の技術論 的 ・職 能

論的研究は,1920年 代 の 「産 業合理 化」 の時期 に,対 象領域 を拡 大 して直接的生産過程 ・工場 のみ

な らず,販 売,財 務,人 事 な ど経 営活動 の諸部門領域,さ らには経営活動全般 の管理 の方法 や体系

の合理化 を追求 す るとともに,そ こで得 られた知識 や技法 を,企 業 ・非企業 を問わ ず,あ らゆ る組

織体 に普遍的 にあては まる 「一般原則」 に体 系化 しようとす る 「組 織 と管理」 の理論 として展 開 を

とげ,管 理の体 系 ・組織 の編成 原則 を中心 に理論 的な体裁 を整 えて いる。 しか し同時 に,他 の研究

の流 れ もこの時期 に登場 し,管 理 の技術論 的 ・職能論 的研究 を批判 しつ つ独 自の理論展 開 をは か り

つつあった。

その意味で,こ の両大戦 問期は,ア メ リカ経 営学 の全体 と して の展開期 であ った とい うことがで

きる。 とはい え,こ の 時期 におけ るアメ リカ経 営学 の展 開 をその全体 において考察 す るこどは,紙
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幅 の制約か らして困難iであ る。 ここでは,考 察 の範 囲 を第一 の研 究の流れ に限定 し,他 の研 究の流

れ につ いては,こ れ を別 の機会 に譲 る ことに したい。

2.「 無駄排除運動」 と管理 の合理化

7メ リカは・第 一次世 界燃(・9・4ny・9・8年)の 終騨 近 づbた1917年 に参戦 し・轍 の世界

分割への参加権 を手に入れたが,ヒ の参戦 までの2年 間に1軍 需品製造業者や船舶業者を中心 とす

るアメ リカ資本家たちは,「 中立政策」 を盾にして交戦国に大量の兵器や軍需物資を供給する こ と

に よ ゲ く戸麟 の利 潤 を得 るζ とがで きた。 また参戦後 も,戦 場 が大西洋 の彼方 で あ った ことか ら,

物的被 害 を蒙 ることな く戦争 を自己の利 潤追 求に利用 で きた。か くてア メ リカは,第 一次世界大戦

を境 に して資本主義世界 のチ ャンピオ ンと して君臨 す るよ うにな った。

しか し,大 戦 中の非生産的 な軍需に もとづいて急 速に拡大 した生産施設 が,終 戦 によ り遊休 化の

傾 向 を示 した うえ,戦 争 に よ って もた らされた…般大衆 の著 しい零落 と貧困化 のために,ヨ ー ロッ

パ市場 もアメ リカ商品 の消 化能 力を もたな くな った ことか ら,ア メ リカ資本主義 は,1918年 末か ら

1919年 初 めにかけ での 一時的 な景気後 退1こひ きつづ き,1920年 の 中頃か ら激 しい恐慌 に見舞われ る

に室 っ'た。『翌 年 の3月 にその最低点に達 した この恐慌 は,拍 動 車工業,建 設業,鉄 鋼 業 な どの中心

・的な産業部門 に決定 的な打撃 を与 えだ6恐 慌 のあいだ,工 業生産 は32%も 低 下 し,失 業 率は23・1

%.(192i年)に.L昇 した。そ の うえ;ロ ・ジア革命(1917年11月)に つつ くヨー ロッパ 諸国におけ

る 「革命 の波 ゴの高 ま りの影 響 も加 わ って,労 働 者の闘争が激化 し,戦 闘的 な ス トライキが多数発

生 した。

∴との恐慌 か ら脱 出す ると と もに アメ リカ資本 主義の体 制 を強化 す るために と られ たのが,「産業合

理化」 である。 それは,多 くの避 け られ る無駄 が産業界 にあ ること,そ の無駄 め原 因が,① 原料・

プラ ン・ト,設 備お よび労働者 に対 す る管 理の欠陥 に起 因す る 「低 い生産」(lowproduction)・ ②

働かな い労働者,利 用 されない原料,プ ラン トお よび 設備 に起 因す る 「生産 の停滞 」(interrupted

production),③ 所有者,管 理者,労 働者 によ って意識的 に もた らされ る 「制 限 された生産 」(re-

strictedproduction),④ 疾 病,肉 体的 欠陥 および災 害に起 因す る 「失わ れた生産」(lostproduc・

くの

tion),な どに あ る こ と を指摘 し,.そ れ らの無 駄 の諸 原 因 を経 営 者,労 働 者,所 有 者 お よび 一 般 大 衆

の 協 力 で排 除 して 生産 性 をた か め,ア メ リ カ産 業 の発 展 の た めの 基 礎 を 固 め る こ とが 必 要 で あ る と

した,当 時 の商 務 長 官 ラー バ ー(H.Hoover)の 勧 告 に も とつ く 「無 駄排 除 運 動 」(WasteElimina・

tionMovement)を 軸 に展 開 され た 。 こ の フー バ ー の勧 告 は,彼 が初代 会 長 で あ った 「連 合 アメ リ

カ 技 師 協会 」(FederatedAmericanEngineeringSocieti6s)の 「無 駄 排 除 委 員 会 」(Committee

ohEliMinationofWaste)一 ・一17名 の委 員 の大 部 分 は'「科 学 的 管 理 運 動 」の 関 係 者 一 が,5カ 月
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間にわた って行 った主要産業におけ る無 駄につ いての調 査報告書,r産 業 におけ る無 駄』1(Wastein

Industry・1921)に もとつ くもので・ その 内容は, .つ ぎの ように,経 済全体 の計画 と管 理 に まで お

よぶ広範 な ものにな ってい る。

① 経 営者の責任。 組織 の改善 と計 画 ・統制 に もとつ く管理,総 生産時間短縮 のためり意識的な

生産管理 の確立・生産能 力 と需要 との均衡化,購 買計 画の確立,契 約取消 しの排除 と返 品慣行の廃

止,生 産計 画 と販 売計画 との 関連づ け,適 切 な品質管理 の確立,工 場 設備の継続 的な維持管 理,原 ・

価計算 ・統制 の確 立,標 準化や統 制 と関連 させた賃金支払制度 の適正化,製 品 ・資材 ・設備 お よび

業績 の標準化 とそれに もとづ く計 画 と統 制,管 理者 と労働者 との関係 の明確化 お よび教育 ・訓練 の

強化,体 系的な事故防 止措 置の採用, .工場 や産業 に有用 な調査 ・研 究の推進乳 ② 労働者 の責任。

生産増大の責任・作 業㊧標 準化 への協 力, .無 駄 の原 因 をなす生産高抑制慣行 の取 りやめ,労 働者 の

健康改善 や事故減少 のための労働組合 の協 力,労 使関係改善 のた めの使用者 との協 力,③ 所有 者

の責任・金融業務 をつ う じての生産安定化 への援助,④ 一一般大衆 の責任
。 季節的変動 をな くすた

めの有用性 と節約の観点 か らす るス タイル変更,生 産安定 のための需要の分別 あ る年鷹栖己分
,公 共

機関 ・準公共機 関 を介 した地域 社会 と産 業 との協 力,⑤ 業者団体 の責任。 商業情報 の収集 ・公開

のため の総合的組織9)設 立 と機 能強化 ・各種 標準化計画の推 進,⑥ 政 府の責任。 全国的1吉報 サー

ビス機 関の誤立,全 国的統計 サー ビス機 関の設立,労 使紛 争の調停 お よび解決機関 の設立,'公 衆衛

生政策の遂行・産 業 リぐ ビ リテー シ ョンのた.めの国家計 画の策定,全 国的 な産業標 準化計画 の推 進,

産業安定 を阻害 する連邦諸法律 の改正,⑦ 技師 の責任。 知識 の限界 の拡大お よび無駄排 除のため

　
の影響力の個別的r集 団的行使。

「テイラー以後 に現 われた塵箱 理 の領脚 ・おける も。と種 要 な文献 の一 秘 と、、わ れ る こ の

報告書が,一 般 化すべ き もの と して勧 告 して いる上記の諸事項 には,個 々的 にはす でに行 われて い

た もの もあ るが,そ れ らを集約 す る形 をと ってい るこの勧 告が全体 と して提 唱 してい るものは
,「科

ての

学的管理 へのよ り広範 な接近 」であ った とい える。 すなわち,テ イラーの 「科学的管理」 の基礎 を

な して い た標 準 化(standardization)を 全 離 業 分 野 に拡 大 し,製 品,資 材,機 械 設 備,作 業 な どの

標 準化運動 と して全国的規模 にお いて展開 させ るとと もに,経 営活動 の諸部門や全体の管 理の合理

化 をも・計画に もとつ く統 制の徹底 化 によ って推 進すべ きであることを求めな ものであ る
。 同時 に

報 告書は,こ の勧告 を実行す る主 体が経 営者 であ ることを明確にす るとと もに,労 働者 と・くに労働

組合がr政 府機 関や業者 団体 以上 に経営 者に協 力 して無 駄排除 に努 め る責任 を負 っていることを強

くの

翻 してい る。

報告書は ひろ く読 まれ,勧 告事項は1920年 代 にお け る経 営者,政 府機関お よび諸 団体 の活動の

青写真 ・基本路線 と して実施 に移 されて い った と・・£ じじつ,瀦 都 もちろんの こと、,「 アメ

リカ労働総同盟」(AFL)も,1922年 に執行委員会が報告書 に賛意 を表明 し無駄排 除 に熱意 を示 し
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ゆ

たの を皮切 りに,能 率増進 と無駄排除 についての労使協 調 をお しすすめて い った。 また,ア メ リカ
くの

連 邦 政 府 は,「 産 業 的 無 駄 の も っと も重 要 な 要 因 の 一 つ が,製 造 され る製 品 の 多様 性 で あ る」 とす

る認 識 の うえ か ら,商 務 省 の 標 準局(UnitedStatesBureauofStandard)の 指 導 の も とで標 準 化

を,単 純 化 局(DivisionofSimplifiedPractice)の 指 導 の もと で単 純 化(simplification)を お し

す す め,定 型 化 ・規 格 化 ・定 質 化(遍xedtypes,sizesandcharacteristics)の た め の製 法 や,製

品 の 標 準 化 ・単 純 化 に よ る無 駄排 除 を徹 底 させ て い った。 さ らに,技 術 ・科 学 諸 団体 の代 表 機 関 と

して,「 アメ リカ技 術 標 準 委 員 会 」(AmericanEngineeringStandardCommittee)も 標 準 化 運 動

ロの

を積 極的 に展開 して い った。

この よ うな政府,経 営者,労 働組合,技 術者た ちの無 駄排除 につい ての協調的努 力は,十 分に組

織 された運動 ではなか った けれ ども,そ れ らがお しすす める製法 や製品 の標準化 ・単純 化は,製 品

の型,規 格,種 類 の数 を最高98%も 減少 させ,年 間6億 ドル以上 の コス ト節約 をもた らした と見

　の

積 もられてい る。 それは また,企 業 め蛍働組織,管 理の方法 や体系 に インパ ク トを与 え,そ れ らの

変化 もし くは改編 をよびお こ した。 こみ ことは,ア メ リカ経 営学 の管理 技術論 的 ・職 能論的研究 の

展開基盤 と して重要であ る。 とくに,「 無 駄排 除運動」 が,標 準化 ・単純化 によ る作業能 率の増進,

コス トの引 き下げの問題 と して工場 内に とどまらず,労 使対 立に よる 「無 駄排 除」 をめ ざ し,「 従

業員代表制」(employeerepre§entation)・ 「会社組合 」(companyuniOn)の 導入 や 「厚生 資本

主義」(Welfare'capitalism)的 諸政策 ・制度 な どによる労使関係 の 「安 定化」 に も向 け られた こと,

また,企 業間競争 による 「無駄排除」 をめざす もの として,生 産 と販 売の各段階 を統合 す る 「垂 直

的統合」(verticalintegration)を 軸 と した企業 集 中,産 業再編成 に も向 け られた ことな どに よっ

て,管 理の方 法や体 系の合理化問題 は,経 営活動 の諸部 門領域 や経営活 動 め全般 に拡大 されてい っ

た。 そ しセ,そ れ らのこ とに対応 して,経 営?管 理研究 も,そ の対象 領域 を著 し く拡大 しつつ理論

的 な展 開 をとげ ることにな った。

3・ 管理研究 の展開 とその内容

人事管理 の研 究。 「無駄排除運動」 の中軸 をな した標準化 ・単純化 お よび,「 動 力革命 」 と呼 ばれ

た1920年 代 の電動機 の革:新と利用 の普及 とによ る労働手段 の技術的変革(電 動機 つき各種 専 用 工

作機,ベ ル ト・コンベ アの電動化な ど)に もとづ き,生 産 の物的 ・技術的基礎 を著 し く変革す ると

と もに,管 理 の方法 や体 系 に も大 きな影響 をお よぼ したのは フ ォー ド・システム(Fordsystem)で

あ った。 フォT一ド・シス テムは,周 知 のよ うに,フ ォー 層ド自動車会社 の社長 フ ォー ド(H.Ford)

が採用 した流 れ作業 に よる作 業組織 の 自動化 であ って,そ の技術的特徴 は生産の標 準化 と コンベ ア
てユオ

・システムの利用 であ った。すなわ ち;製 品 を単純化 し,部 品 を規格化 し,工 場 ない し職場 を特 殊

〆
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化 し,機 械 および工具 を特殊 化 し,人 間労働 を単 一化 した うえで,コ ンベア を利用 して流 れ作 業 を

組織的 に確 立 した ところに,そ の技術的特徴 がある。 そ こでは,個 々の製品 が一連 の関 門 をコンベ

アにのせ られてつ ぎつ ぎに通過 し,そ のお のおの で,一 つ または2～3の 作 業が くわえ られ るとい

う具合 に,工 場全体 が単 一の高度 に組織化 された統 一体 をな して いた。原料 は,い くつかの基点 か

ら流れ こみ,さ まざまの製 造段階 の生産物 は,工 場 のなか を数本 の流れ とな って進行 し,次 第 にあ
　　

つ まり,そ して最後 には,完 成 車 が コンベ アの末端 か ら,そ の まま試運 転で きる状態で走 り出 た。.

フ ォー ド・システムに代表 され る,生 産 の標準化 とコンベア ・システムの利用 に よる流 れ生産=

大量生産方 式は,自 動車工業 だけでな く,電 機 工業 やその他 の工業部門 に も普及 してい った。 この

流れ生産方 式は}コ ンベア とい う物 的装 置に 自動 的監督機構 の役 割 を も演 じさせ ることによ って,

すなわ ち,個 別 労働者の作業速度 が コンベ アの流れの速度 に規 制 され るよ うにす ることによ って,

テイラー一の 「科 学的管 理」 におけ る複雑 な人工的監督機構 を技術的 に止揚 した6し か し,同 時 にそ
ロの

れは,作 業ないしは職務の分化をおしすすめたために,分 化された多種多様の職務内容を明確にし

て労働者の採用,'配 置の基準を標準化することの必要性を経営実践上の問題 として提起 した。

ゆ

労働者 の 「科学的」 な選 択 と教 育 ・訓練 の重要性 は,す でにテ イラー も論・じた ものであ る。 しか

し,採 用,訓 練,配 置 の基 準 や方法 を標 準化 しよ うとす る研究 の展開 は,第 一・次世界大戦 中の 「陸

軍人事分類委員会」(ArmyCommitteeonClassificationofPersonnel)の 経 験 やそ こで開 発 され

た各種 の技法 を うけつ ぎなが ら,1920年 代以降本格的 にな った。 研究 の中心 は,当 初 は 「雇用管

理」(emploYmentmanagement)一 「四角 の穴に四角 の木 くぎ をさ しこむjこ と～ 一にお か れ て

いたが,「 人事管 理」(personnelmanagement)の 全般的 な合理化 の必要性 か ら,職 務 の分析,分

析 された各職務 の相対 的価値 つ まり企業 目的 に対 して各職務 が果たす役割 の度 合 を評価決定 し,そ

れを賃金 に反 映 させ ることな どを課題 とす る,職 務 分析,職 務評価,職 階 給な どの研究 も進 め られ

るようにな った。

しか し,労 働 力の能率的利用 をはか る 「人事管理」 の合理化 は,採 用,訓 練,配 置の合理化のみ

では不 十分 であ った。労働者 の作 業意欲 や忠誠心 を高 め,階 級的反抗 を抑 え ることが必 要であ った。

流 れ生産方 式の もとで増大す る内容 の薄 い単 純 ・反復 労働 による労働 の物的化 ・非人悶化,コ ンベ

アの スピー ド ・ア ップによる労働 の強化 は,労 働 者の疲 労の慢 性化,早 老,疾 病,災 害 を もた らす

とと もに,彼 らの敵意 と反 抗 を増大 させ,そ れが作業意欲 の著 しい減退,生 産高 の意識的 な抑制,

ゆ
ス トライキ,労 働移動の増加な どとなって現われた。そこで,こ れ らの問題解決のために,テ イラ

ーが不必要な ものとして反対 した温情的な厚生福利制度(従 業員持株制度
,年 金,団 体保険,医 療

災害手当な ど)や 各種の従業員サー ビス施設の拡張が行われるとともに,個 別労働者の心的特性 を

究明する心理学的研究が,労 働者の作業への適応を促進するうえで有効である と して重視 され,

「・92・年代 は,エ セ麟 画 学職 ・とって も,ホ ンモ ノ産凱 騨 者 にと って も全盛賜 とな った
。
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また,「 産業 民主主義」(industrialdemocracy)を 実 現 し,労 使 の関係 を搾取 と被搾取,支 配 と被

支配 の関係 か ら平等 な人間 の協 力関係 に改善 す るための制度 であ る とす る名 目の もとで,自 主的 な
　

労働組合運動 を抑圧 するた めの 「従業員代表制 」が広 範 に利用 された。

テ ィ_ド とメ トカー フ(().TeadandH.C。Metcalf)の 『人事管理』(PerSonnelAdministra'

tion,1920)は,こ うした諸方策 を集大成 する とと もに,管 理の合理化 の焦点 を人間要 素に求め,

いわゆ る 「ヒュー マ ン ・アプ ロー チ」 の重要 性を強調 した最初の書物 として版 を重ねてい った。彼

らは,人 事管 理 を,労 働者 の最少犠牲 と,労 働 者 との最少摩擦 とに よって最大生 産 を達成す るため

の科学 と技法(sci。 .nceand。,t)で あ る と定義 戯 顧,配 置,昇 進,鞘 訓 練・飴 支払 な どの

問題 のほか に,労 使 関係の 「安 定化」のた めの方策 を も内容 と して扱 い,と くに 「従業員代表制 」の

もつ意義 を強調 して いる。ほかに産 業'ら・理学 の立場 か ら人事管理 の手法 を研究 した スコ ッ.ト(W.D.

Scott)のr人 事管 理』(PersonnelManagement,1923)も ・ 体系的な書物 として体 く読 まれな。

一 方 ,イ ギiiス に お い て は,シ ェ ル ドン(().Sheldon)が,人 的 要 素 に関 す る管 理 は,物 的 要 素 に

関 す る管 理 とは その 原 理 を異 に す る もの と して,「 労 務 管 理 」(labourmanagement)と 「生 産 管

理 」(productionmanagement)と を区 別 し,前 者 に か か わ る もの と して ・、賃 金 ・.雇用 ・訓 練 ・福

利 な どのほかに,労 働組 合や労使協調 に とっての 「工場 委員会」(workscouncil5～ 制度 の意義な
ゆ

どについて論 じてい る。

販 売管理 の研究。 流れ生産方 式 に もとつ く大量生産 の普及は,大 量販売の必要性 を経営 実践上の

重要 な問題 と して提起 し,企 業間 の販売競争 を激 化 させた。 そのなかで,直 接販 売や販売店 援助 を

通 じた中間商人の排除 と販売経路 の系列化 がすすみ,大 量販売 を高圧 的に実 行す るた め ρ 各 種 の

「高圧 的 マーケ テ ィング」(highpressuremarketing)技 法が,人 的販売,広 告,サ ー ビス,信 用

供 与な どを中心 に,心 理学的研究 の応用 に もとづ きな が ら開発 されてい った。 た とえば,ゼ ネラル

.モ 一 夕ー ズ社(GM)は,フ ォー ドに対 抗 して広 告 を大 々的に行 い,割 賦販 売 を し,モ デル ・チ

ェンジー によ る製 品陳 腐化 政策 をと り,1920年 代 の末 頃 までに1よ大衆 に自動車 の型 は毎年変 わ るも
　

のであ るとい う観 念 を植 えつ け ることに成 功 した とい う。

一方
,大 量生産 を保障す る もの としての販 売の鞭 的 ・緬 的 嫉 視 のための諸 方策 の研 究 もす

すめ られた。1912年 に発表 された シ ョー(A.W.Shaw)の 論文 「市場配給 の若干 の問駆 」(Some

ProblemsinMarketDistribution)は,テ イラー の 「科 学的管 理」 の原則 を販 売活動 に適用 す る

ことを意 図 しつつ,販 売(配 給),販 売経 路,価 格政策,商 品の差 別化,販 売機 関,販 売員,中 間

商人,酷 などについて論じ掃 初の理論的な研究である調 そ れにはじまりをもつ臓 燗 する

研 究 は,1920年 代 に お い て は,「 職 能 化 」(functionalization)・ 「な され るべ き仕 事 」(Worktobe

done)を 中心 と した管 理 の 問題 の 一 つ,す な わ ち 「マ ー ケ テ ィン グ管 理 」(marketingmanage-

ment)の 研 究 と して 理 論 的体 裁 を整 えて い った。 ホ ワ イ ト(P.White)の 『科 学 的 マ「 ケ テ ィン
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グ管 理 』(ScientificMarketingManagement,1927)は,そ の代 表 的 書 物 で あ る とい え る。

ホ ワイ トは,「 高 圧 的 マー ケ テ ィ ング」 が社 会 的 に莫 大 な無 駄 ・消 費 者 に よ って 負 担 され る こ と

にな る販 売 費 の増 大 に よ る無 駄,を もた ら して い る点 を批 判 し,「科 学 的 管 理 」の適 用 に よ る無 駄 排

除 の 必 要性 を提 唱 した。 そ して,マ ー ケ テ ィング活 動 を 「基 本 的 マ ー ケ テ ィ ング職 能 」(primary

marketingfunctions)一 市 場 調査,マ ー ケ テ ィング計 画,マ ー ケ テ ィ ング訓 練,販 売,広 告,サ

ー ビス,マ ー ケ テ ィング会 計 な ど一 と,「 副 次的 マ ー ケ テ ィ ン グ 職 能 」(seqondarymarketing・

の
functions)一 製 品計 画,新 製 品分析 な ど一'と に分 け,そ れ らの職能 の組織 と統 制 に も と つ く

「マーケ テ ィング管理 」 の理 論的体系化 を試 みた。 このホ ワイ トの研究 に代表 され る 「マー ケ テ ィ

ング管理論」は,そ の後,と くに1929年 恐慌以後 に顕著 にな った市場 条件 の悪 化 と,消 費者 の組

織的抵抗 を背景 とす る企業 にお ける 「高圧的 マーケ テ ィング」か ら 「消費者志向的 マーケ テ ィング」

(低圧的 マーケ・テ ィング)へ の戦 略の転換傾 向のなか で,ホ ワ イ トが 「副 次的 マ」 ケ テ ィング職能 」

の一つ と した消 費者需要 に適合的 な商 品 を準備 す る活動 としての製 品計 画(merchandising)を 中
　

心概念 とし,あ らたな展開 をとげてい った。

財務管理 の研究。流 れ生産方 式の普及 ・発展 と関連 して,1920年 代 に顕著 にみ られた大規 模な固

定資本 の更新 や拡 充,企 業の垂直的結合 の進展 な どによ って,財 務 ・資金調達 の問題 もあ らたに提

起 された。 そ こで一方 では,大 衆証券市場 の形成 に よる広範 な大衆 資金の吸収が株 式会 社形 態 を通

じて行われ ることによ って,株 式の分散 と 「所有 と経 営 の分離」 の現象 を顕著 な もの に し,他 方 で

は,銀 行資本 と産業 資本 との融 合 あるいは癒着 を急 速 に進行 させ た。 またそれ と並 ん で,資 本蕎積

の金融的基礎 と しての 自己金融 も1こ の時期の企業財 務 にみ られた特 徴的な もの である。 た とえば・

フォー ド(H.Ford)が トラス ト形成 にあた っての金融 的基礎 と して」・自己金融方 式 を徹底的 に活

用 した ことは有名 であるが,そ の よ うな傾 向は,資 本 の有機的組成 の高度 化に と もな う減価償却 費

の増大に よって,ま た,企 業利 潤 の増 大に よる社内留保 の著 しい増加 とあい ま って強 まり,ア メ リ

カの 巨大企業経 営 にお ける主要 な特色 の一 つ をなすに至 った。

こうした 自己金融 の重視は,必 然的 に,そ の源泉 を強化 す るた めの管理技術 の発展 を促 した。 そ

の結果,た とえば予算統制,経 営分析,標 準 原価 計算,利 益管理 とい った一連 の計数管 理諸技術 の

研究 ・利用 と,か か る諸技衛 に よって総合的 な内部統制 の機能 を促進す る スタ ッフ機 関 と しての コ

ン トロー ラー部 の開設な どがみ られたので ある。 このよ うな経営実践 の展 開に対 応 しで,資 本調達

と処分 に関す る諸 問題一会 社証券,配 当政策,減 価償却 な ど一 を中心 とす る財務研 究に対 す る批判

として,内 部資本運用 問題 を管 理論的視点か ら研究 しようとす る 「財務管 理」(financialmanage-

ment)論 が登場 し,そ れ に必要 な管理会計的 諸技法 の開発 ・拡 充 もすすめ られた。 そ して,こ の研

究動 向は,1930年 代 に,大 恐慌 と慢性的不況 の.もとでの資本運用 や利 益管理 の重要性 の高 ま りと も

結 びつ い て,、 、っ そ うの 展 開 を とげ るよ う酔・な つ蔑 マ キ ンゼー(J.・.M・ki・ ・ey)のr予 鰍 制 』
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(BudgetaryControl,1922),ハ リス ン(G.C.Harrison)の 『標 準原価』(StandardCost,1929),

ネ ッペル(C.E.:KnoepPel)の 『利益工 学』(ProfitEngineering,1933),ジ ャクソ ン(工H:.Jack・

son)のrコ ン トロー ラー』(TheComptroller,1939)な どは,そ の よ うな研 究の代表 的な もので

あ る。

全般的管 理の職能論的研 究。以上,人 事,販 売,、財務 を中心 に経営活動 の部 門領域 におけ る管理

の 「科学化」・合理化 を意図 した諸研 究 を概観 したが,そ のよ うな展 開のなかで,ま た,そ れ との

関連 において,経 営活動 の諸 部門 を全般 的 に統 括す る最 高経営者(topmanagement)の 職能 を明

確 にす る ことに よって,経 営管理活動 の全体 を統 一的 に理解 し説明す る とと もに,そ れ の遂 行 の

「科 学化」・合理化 のた めの一般的 な理論的基礎 を確 立 しよ うとす る全般的管理 の 「職能論的研究」

も展 開 され るよ うにな った。 もちろん,'こ うした職能論的研 究は,企 業規模 の拡 大,企 業 内部 の管

理活動 の量的増大 と複雑 化 が,職 能 の分担,そ れ の水平的 お よび垂 直的編成 の合理化 を経営活動 の

全 体的 ・緯 一的 な統制 の確保 に とって不 可欠 な もの と して提起 した ことに よ って,す でに1910年

代 の 中頃 か ら進め られていた。 しか し,そ れが活発な展開 をみせ たのは,1920年 代以後:においてで

ある。

・チ ャー チ(A .H.Church)の 著作r管 理 の科学 と実際』(TheScienceandPracticeofMahage-

ment,1914)は,管 理 の問題 を 「なされ るべ き仕事」(worktobedone)・ 職能(function).の 分

割 と,分 割 された職能 の経 営 目的 に対 す る合理 的な結合 の問題 として捉 えるとこ ろ に 特 徴 を もつ

職能論的研 究の創 点 と して知 られてい る。 チ ャーチは,経 営職能 を,「 決 定的要 素」(determina-

tiveelement)と 「管理 的要素」(administrativeelement)と に区分 し,前 者が基本的 な もので

あ る ことを認めな が らも,そ れ には未知 な,そ して可変的 な要 因が多いために,そ れの活動基 準や

原則 を一般化 す るこ とは不可能 で ある と指摘 した。 したが って,彼 の研 究は,考 察 の範 囲を もつぱ

　

ら後 者 つ ま り管 理的要素 に限定 し,そ れ を構成 してい る職能の分析 と総合,そ れ らを規定 す る一般

的 な原理 を明 らか に しょ うとした ものであ った。 しか し,1930年 代 には,生 産 の技術的基礎 の変革

お よび,資 本 の集 中,垂 直的結 合運 動の発展 によ る企業 規模の拡大,労 働過程 の協業的性 格 の複雑

化 な と:にともな って,す でにのべた よ うな人事,販 売,財 務 な どの諸部門領域 におけ る管 理の合理

化 とそれ に関 す る研 究が展開 した こと,ま た,「 所有 と経営 の分離」 現 象が顕 著にな り専門経営者

(professionalmanager)の 登場 が一般化 した こ.と,な どとあい まって,職 能 論的研 究 も次第に最

高経 営者層 の観 点から す る研 究に発展 してい った。

チ ャーチ の研 究 を直接 に継承 し,最 高経 営者 の観点 か ら研 究 を行 うことに よって,職 能論的研究

の発展 に大 きな影 響 をお よぼ したのは,イ ギ リスの経営学者,シ ェル ドン(O.Sheldon)で あ った。

シェル ドンは,丁 所有 と経 営 の分離」 現 象 に注 目し,所 有か ら分離 される経営職能 の現実的担 い手

であ る専門経 営者 の出現 のなか に,利 潤追 求か ら社会 奉仕へ の企業 目的 の変質が み られ る と主張す
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るとともに,チ ャーチが分析 の対象外にお いた 「決 定要素」 も,研 究すべ き時 期に きてい ること
　

を強調 した。 彼 は,経 営職 能 を,「 最 高経営」(administration),「 本来の管 理」(management

proper),な らびに 「組織」(organization)の 三つ に区分 し,最 高経 営は,企 業 の基本政策 の決

定,財 務 と生 産 と配給 の調 整i,組 織範 囲の設定お1よ び,業 務 責任 者の最終 的な統制 を行 う職能。

本来の管理は,最 高経営 によ って決定 された範 囲内での基本政 策 の実行 および,目 前 の特定 目標 に

対す る組織 の運営に関 す る職能。組織 は,各 個 人や集 団の遂 行すべ き仕事 を,・それの遂行 に必要な

能 力とうまく結 合 して,な され るべき職務 が利用可能 な能 力の能率的 な,体 系的 な,積 極的 な,調

整の とれた活用 のた めの最善 のす じみち を備 えることが でき るよ うにす るプロセ ス。 と定 義す ると

ともに,そ れ らの相互 関連 を,最 高経 営は効 果的な指導,本 来の管 理は効果的 な実行 の職能,組 織

は効果的 な機 械,す なわ ち最高経営 に よって決定 された 目的 を実行 す る管理 のための機械 であ ると

した。 シェル ドンの 「最高経営」 は,チ ャーチの 「決定的 要素 」に,「 本来 の管理」 は,「 管 理的要

素」に対応す る もの である6

ところで,管 理の ための手段 としての組織 は,さ きの定義 か ら知 ることがで きるよ うに,シ ェル

ドンにおいては,一 方 では職 能(funetion)と,他 方では その職能 の実行 に必要 な人間能 力(human

faculties)と かかわ りあ うもの,す なわ ち,職 能 と人間能 力 との給 合体 ない しは構造 と して捉 え ら

の

れている。 これ によ って,彼 は,組 織の職能 的構造 ・職能 の過程 的お よび垂直的構造の問題 と,職 能

を担 う人 間能 力の編成 問題 との論理的区別 を行 い,組 織化 にお け る 「職能化」(functionalization)

の重要性,す なわ ち組織はな され るべ き仕 事 を中心 に,仕 事 のための組織 として編成 され るべきで

あることを提唱 しよ うと したのであ る。'この点 について の彼 の論述 には,多 くの混乱が み られ 畿

しか し,分 化 す る管 理職能 を,分 化 された職能 の担当者すなわ ち人間 の面か らではな く,職 能 その

ものの有機的な関連 の面 か らとらえ,そ の有機 的職能 を軸 に して管理機構の合理化 をお しすすめ る

ことに よって,巨 大 化 し複雑化 した企業 の社会 的労働過程 に対す る統一的かつ能率的な管理 を保障

しよ うとしたか ぎ りにおいて,彼 の思考 は,論 理的な ものであ った といえる。 けだ し,こ うした職

能中心的思考 その ものは,「 組 織近代化 に足 を踏 み入れ る端緒 であ り,責 任 ・権 限の近代 的な明確

⑬ゆ 勧
化 のた め の前 提 」 で あ る。 じ じつ,「 職 能 化 の 原 理」 は 「科 学 的 組 織 の礎 石 」(thecornerstoneof

scientificorganization)を な す もの ζさ れ,そ こ に組 織 合 理 化 の論 理 的 基 礎 を求 め ,組 織 編 成 の

「一 般 原則 」 を追 求 し よ うとす る研 究 が展 開 され る よ うにな った。 ロ ビ ン ソ ン(W,Robinson)の

『経 営 組 織 の基 礎 』(FundamentalsofBusinessOrganization,1925),デ ィビ ス(R .C.Davis)

の 『工場 組 織 と管 理 の諸 原 則 』(ThePrinciplesofFactoryOrganizationandManagement,1928)

な どが,そ の代 表 的 な もの で あ る。
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4・ 「組 織 と管 理 」 の理論 と 「一 般 原 則」

1920年 代 の経 営活動の諸部門領域 お よび経営活 動全般 の管 理の 「科 学化」・合理化 を追 求す る管

理技術論 的 ・職能論的研究 め展開 のなかであ らわれた,「 職能 化の原理」に もとづ き組織編成 の 「一

般 原則 」 を追求 しよ うとす る研 究傾 向は,当 初 は企業 に関 す る ものであ った。 しか し1930年 代に

入 ってか らは,企 業のみな らず,す べての大規模組織 体が対 象化 され るとと もに,そ れ らすべてに

あては まる一 「般原則 」 の抽 出 と,そ れ らの公式化 ・体 系化 が研 究の 中心課題 と して扱 われ るよう

にな った。 この よ うな方向へ の研究 の展開は,組 織体 の 目的 やおかれた条件,本 質的特徴 な どめ違

いを捨象 す る管 理の技 術論的 ・職能論的研究 の方法的特徴 に根 ざ した ものであ る。 しか し,そ れは

また,企 業集 中 と くに垂 直的結合 による巨大企業 の内部 の管理体 系 ・組織機 構の合理化問題 が,恐

慌 と慢性的不況 の もとでの資本 の採算条件 の再整備 の必要性 によ って尖鋭化 した こと,「 三 ユー←デ

ィー ル政策」(NewDealPolicy)に 代 表 され る国家 め広範 な経済活動へ の直接的介入 に よる国家

行政機構 の肥 大化 が,行 政能 率 を促 進す るた めの管理体系 ・組織機構 の合理化 を重 要な問題 と して
　

提起 した こ とな ど,1930年 代 の企業経営 や政治 ・行政 の実践的必要 性に根 ざ した もの であ った。

企業の みな らず,あ らゆ る組織体 にあては まる,よ り包括 的な 「組織 と管理」 の一般理論 を 「職

能 化の原理」 に もとづ き体 系化 しよ うと試みた最初 の もっと も本格的な研究 であ り,経 営管 理者 の

調整機 能 を重要視 し,そ れが依拠 すべ き組織 の 「一般原則」 を追求す るこ とによ って,と くに組織

研究 に大 きな影響 をお よぼ したのは,ム 一 二ー と レイ リー(J:D.MooneyandA.C.Reiley)で

あ った。彼 らは,「 組織 原則 を明確 にす る こと」お よび 「それ ら諸原則の よ り'意識的 な利 用 を通 じて

産 業が 自らの成 長 を確実な ものにでき るよう援助 す ること」 を課題 に し,政 府,教 会,軍 隊 お よび

産 業におけ る組織 の諸原則 を比較 し関連 つげ よ うと試 みた。彼 らが確 認 した組織原則は,つ ぎの四

つ を軸 に して い る。「調整 原則」(coordinativeprihciple),「 階層 原則 」(scalarprinciple),「 職能

原則」(functionalprinciple),「 職能 主義 のス タ ッフ局 面」(staffphaseoffunctionalism)が そ

れで,こ れ ら四つの原則 の うち,も っとも重要 な組織 の第一原 則は,調 整 原則 である としてい る。

なぜな らば,組 織の外 的な 口的は異な るのに対 して,そ の内的 な 目的は,い かな る組織 にお いて も,

　

つ ね に調 整,す な わ ち 「共 同 目的 の追 求 に行 動 の統 一 をは か るた め の集 団 的 努 力 の整 然 と した 配 合」

で あ るか らで あ る。.し た が って,調 整 原 則 は,彼 らに あ って は組 織 の包 括 的 原 則(allinclusive

principle)で あ って,他 の 諸 原 則 は,単 に そ れ を通 じて調 整 が作 用 す る過 程(process)な い し調 整

を効 果 的(effective)な もの に す る従:属 的原 則(subordinatedprinciple)で あ る に す ぎ な い。=

調 整 原則 は,こ の よ うに組 織 の 包 括 的 原 則 で あ る と定 義 さ れ た が,彼 らに よれ ば,調 整 は,そ れ

自身 の基 礎 と して,権 限(authority),す な わ ち最 高 調 整 権 力(supremecoordinatingPower)を
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もたなければな らな い。 それがな い場 合は,調 整 された努力 を指導 す ることが不 可能 にな るか らで

ある。 しか し,こ の権限が効 果的であ るためには,権 限 がそれ を通 じて組織 のいた るところに作用
　

す るフ ォー一Tマルな 過 程 が な け れ ばな らな い 。 そ の過 程 が階 層 過 程(scalar.process).で あ る。'階 層

原則 が調 整 原 則 に つ ぐ組 織 ゐ 第 二 の原 則 と して あ げ られ るの は その た め で あ る。・こ こで階 層 とは,

要 す るに,・権 限 と それ に対 応 す る責任 の度 合 に よ る 「職 務 の序 列 」'(gradingofduties)の こ とで

あ り,そ の序 列 現 象 を階 層 連 鎖(scalarchain)と 呼 ぶ。 今 一 二一 と レイ リー に よれ ば,こ の 過程 ・

は,そ れ 自身 の原 則,過 程,効 果 を もつ の で あ って,具 体 的 に は,リ ー ダ ー シ ップ,委 譲(dele-

gation),職 能 決 定(functionaldefinition)が それ に あ た る。 リー ダー シ ッ プは,「 権 限 が 過 程 の

　

なかに入 るときに とる形式」 であ り,委 譲は,特 定 の権限 が下位 に授 与 きれ る ことを意味 す る。 そ

れに対 して,職 能決定は,階 層過程 め最終 局面であ り目的で あ って,具 体的 には上位者 が下位者 に

職務 を委譲 す ることを通 じて下位 者が担 うべき職能 を明確に決定 す ること.であ る。

組織 ゐ第3原 則 としての職能原則 は,階 層原則が権 限 と責任 の序列 にか かわ るのに対 して,・仕 事

上 の区 別 に もとつ く 「嚇 種 類 問 の職 能的 区別 掲(f。n,ti。naldiff。,enti。ti。nbetweenki。d、 。f

duties)に か か る・もの で あ る。 組 織 の 職能 は,目 的 達 成 の 必 要性 に した が って 多 様 に分 化 さ れ るが,

ムー ニー と レイ リー は,こ れ らの職 能 を,決 定 的 な もの(determinative),'適 用 的 な もの(apPli一

　

catiVe)お よ び調 査 的 な もの(interpr6tati6n)'に 分 類 して い る。 もち ろ ん,こ れ ら三 つ の基 本 的 な

職 能 は,相 互 に孤 立 し分 裂 して あ るの で は な く,つ ね に総 合 的 相 関 関 係(integratedcotrelation)

に あ り,ま た,そ うで な け れ ば な らな い。 したが って,こ れ らの職 能 は,い ず れ も調整 お よ び階 層

の原則 を必 要前 提 とす る。 最後 の職 能 主義 の ス タ ッ フ局 面 は,ス タ ッフの サ ー ビ スに か か わ る もの

で,情 報 局 面(informativephase),助 言 的 局 面(advisoryphase),監 督 的 局 面(supervisory

phase)の 三 つ の局 面 を もって い る。.し か し,こ の ス タ ッフの サ ー ビスは,そ れ が計 画 にか か わ る

もの で あ ろ う と,執 行 に かか わ る もの で あ ろ うと,つ ね に補 助 的(auxiliary)な もので あ る と して

い る。

以上の よ うに,ム 一 二ー と レイ リーは,政 府,軍 隊,教 会,産 業組織 の比較分析 を行 い,そ れ

らに共通す る側 面 を普遍 的な組織 原則 と して抽出 し定 義づけただけではな く,調 整 を軸 に してそれ

らの原則 の体 系化 を試みたの であ'る。 組織 は,実 践 的 には管 理 に従属 す る手段 であ るが,論 理 的に

は,「 職務 についているす べての人び との活 動の健 全 な る調整 はその必要 前提 と して職務 そ れ 自体

の健全なる縄 を不歌 とす 鶏 から漕 珊 ・先行するものとみるべきであるとする需意識に もとづ

いて行 わ れた 彼 らの研 究 に,直 接 ・間 接 に影 響 を うけ,組 織 の 「一一般 原 則 」 の体 系 化 を試 み る研 究

が数:多 くあ らわ れ た。 イギ リス の経 営 学 者 アー ウ イ ック(L.F.Urwick)は,そ め 代 表:的な 研 究 者

の一人 で あ る。 彼 は,数 多 くの 研 究 を発 表 して い るが,と くに1933年 に発 表 した 「技 術 的 問 題 と

しての組 織 」(OrganizatIonasaTechnicalProblem)と い ・う論 文 に お い て,事 業 の 目的,構 成 員
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あ るいは事 業創設 の糧 本理念 の相 違にかかわ りな く普遍的 にあては まる ところの,設 定 された 目的

に とって不可 欠な種 々 の活動,職 務,責 任 を個 々人に分割,配 分す る とと もに,そ れ ら諸 活動 の相

互関連 づけ を行 う方法 な らびに,目 的 の も っと も経 済的 かつ能率的 な達成 を確保 す るために,個 々

人 め作業 を継続的 に統制 す る方法 に関 す る一般的原則 が存在 す ること,.そ して,そ の原則 は これ を

「技 術的問題」(technicalproblem) .として研究 できることを指摘 す るとと もに,こ の 「技術 的問

題」 としての組織 の研究 を前進 させ る うえで もっと も大 きな貢献 をな した もの と して,ム 一 二ー と

レイ リ_の 研究 をあげてい 畿 そ して,彼 らにな らって,調 整原則 を第1原 則 と し,さ らにテ イラ

ー や フ ァ ヨー ル(H:.Fayo1)ら の研 究 を もと りい れな が ら,自 己の組 織 原 則 論 を展 開 して い る。

ム ー ニー と レイ リー の研 究 は,行 政 学 者 に も大 きな 影 響 をお よぼ し,彼 らの組 織 の 一 般 原 則 に対

す る関心 を高 めた 。 ギ ュー リ ック(L.Gulick)の 研 究,と くに1936年 の論 文 「組 織 論 に関 す る覚

書 」(:NotesontheTheoryofOrga血ization)は,そ の代 表 で あ る。 彼 は,そ こに お いて つ ぎ の

こ と を重 要 な もの と して扱 っ て い る。 「分 業 な い し専 門 化 」(divisionoflabor,orspecialization),

「部 門 化 」,そ の基 準 ≧ して の 目的,過 程,顧 客 ・ 場 所(departmentalizationonthebasisof

purpose,process,clientele,orplace),「 階 層 制 度 に よ る調 整 」(coordinationbyhierarchy),「 観

念 に よ る調 整 」(coordinationbyideas),「 委 員 会 に よ る調 整 」(coordinationbycommittees),

「分 権 化 」(decentralization,orthe"holdlngcompany"ideas),「 命 令 の一 元 性 」(unityof

cofnmand),「 ス タ ッフ と ラ イ ン」・(staffandline),委 譲(delegation),「 統 制 の範 囲 」(spanof

control)が それ で あ る。 これ らが 全 体 と して 表 現 して い る もの は,要 す るに,事 業 規 模 の拡 大 に

と もな って必 要 に な る分 業 を まず明 確 に規 定 し,そ れ を 目的,過 程,顧 客,場 所 な どの基 準 に よ っ

て部 門 化 し,各 部 門 を 目的 の達 成 に向 って 調整 す るた め に,分 権 化,命 令 の一 元 性,ス タ ッフ と ラ

イ ン,統 制 の範 囲 な ど一 連 の原 則 に もとづ い て権 限 の 階 層 制 度 を合 理 的 に編 成 す る こ とが 必 要 で あ

る,と い うこ と で あ る。
　

ギ ュー リックは,組 織の中心 を,「 調整 の機 構」(structureofcoordination)に もとめた。 しか

し同時 に,彼 は,権 限 の階層制度 によ る調整 を補 完す る もの と して,「 観念 に よる調整」 を重視 し

てい る。 この 「観念 に よる調整 」 とは,協 働す る人間各 自の心 と意思 のなかに,全 体 に 自己の仕 事

を適応 させてい こ うとす る明権 な 目的 が うまれ るよ うに,彼 らの願望 や作業意欲 を発展 させ るこ と

であ るとい う。 ギ ュー リックは,こ れ を経 営者 の もっと も困難な仕事 であ ると規定 した。 この ギ ュ

ー リックの 「観 念 によ る調整」 は,組 織機 構 の論理的編 成 のみでは,調 整 の効果,組 織 の能 率 を達

成 す ることがで きな い ことを指摘 した もの であ る。 この よ うに,彼 は,部 分的 には新 しい問題 を提

起 してい るが,し か し,全 体 と しては,ア ー ウイ ックの理論 と同様 に,あ らゆ る組織 に普遍的 に適

用 で きる組 織編成 の一般原則 の確 立 を志 向 した もの であ る。 したが って,行 政組織 と経営組織 との

あいだの相違 は,そ こでは基本的 な問題 でな く,む しろ,目 的 や政 策の相違 にかかわ りな く抽 出さ
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れ研究の対象 とな りうる組織 の共通面 として技術的側面 が重視 された。

以上考察 した ムー ニー と レイ リー アー ウ ィック,ギ ュー リックの研究 に代表 され る組織 の共通

面や編成のr一 一一般 原則 」'を追求す る研 究の展開のなかで,分 業 もしくは専門化,階 層,職 能 の構造

的関連,統 制範 囲(spanofcontro1)な どが,あ らゆる組織 に共通 な側面 として抽 出され る一方,

組織 の 「一般 原則」として,目 的の原則(principleofobject)一 すべての事業 の各部分 は,暗 示的

にせ よ明示 的 にせよ,目 的 の表現 でなけ ればな らな い。対応 の原則'(principleofcoresp6ndence>

一 フ ォー マルな権限 と責任 は対応 して いなければな らない。責任 の原則(pr五ncipleofresponsi-

bility)一 下位者 の行動 に離 す う上位者 の責任 は絶対 的であ る。 階層原則(scalarprinciple)一

すべての組 織 には,ト ップか ら最下層 に至 る までの フォーマルな権限 の明確 な経路 がなければな ら

ない。 統制範 囲の原則(principleofthespanofcontro1)一 いかな る人 で も,互 い にか らみあ

ってい る仕 事 を もつ5名 ない し6名 以上の直属部下 を監督す べきではな い。 専門化 の原則(princi-

pl60fspecialization)一 組織 のなか のあ らゆ る作業者 の仕事 は,で き るな らば単一 の職能 に限 定

すべ きである。調 整 の原則(principleofcoordination)一 あ らゆる組織 の最終 目標 は円滑 かつ効

果的な調整 であ る。 定義 の原 則(principleofdefinition)一 組織 のなかの すべて の地位 は,文 面
ゆ

に明瞭 に表示 され るべ きで あ る。な ど,多 様 な 「原則 」が公式化 された。

これ らの諸原則 は,多 くの場合,職 能 と職能担 当者の問題,組 織 と管 理の問題 に関係 づ けて区別

され る 「組織 原則 」 と 「管理原則」 の うちの,前 者にかかわ る もの と して公 式化 され,後 者は人事

管理の問題 と して,そ の諸 技法 にお いて扱 われた。 しか し,組 織 と管理 の区別 ・関連 と同 じく 「組

織原則」 と 「管理原則」の区別 ・関連 は,必 ず しも明確な もの にはな ってお らず,し たが って,「 組

織原則 」 と 「管理 原則」 も,そ の境界 が明確 にされない まま,組 織 と管理 の両者 を包括 し組織 体

の内的お よび外的活動 のすべて を指揮 し統制 す る 「経営」(administratiOn)職 能 の遂行 に役立 つ

ものと して扱わ れた。 この よ うに,ア メ リカ経営学 の管理技術論的 ・職能論的研 究の流 れは,1930

年代 に入 って,「 組織 と管理」の 一般理論 を志 向 しつつ も,組 織 の職能的構造分析 や編成 の 「一般原

則」の公 式化 を中心 内容 と して展 開 を とげた のであ る。「組 織 と管理」に関す る一般理論 の形成 の試

みが,管 理職能 の構成諸要 素の分析 に もとつ くよ り広 いわ く組 の もとで展開 され る ようにな るのは,

.第二次世界大戦後 であ る。 その理論的基 礎 をな したのは,フ ランスの フア ヨール(H.Fayol)の 管

理一般 に関 す る研 究で あ った。

周知 のよ うに,フ ア ヨール の研究 は,テ イラー とほ ぼ同時期 に行 われ,そ の成 果 は,フ ランスで

はすでに1916年 に 『産業 な らびに一一般 の管理』(AdministrationIndustrieHeet96n6rale)と し

て公 けに されていた。 フア ヨール は,経 営者 が その全体 と して の運営 を確かな ものに しな ければな

らない企業 におけ る主要な活動 ・職能 として,技 術的な もの,商 業的な もの,財 務的 な もの,保 全

的な もの,会 計的 な もの,管 理的 な ものの六 つ を挙げ,管 理職 能 を構成 してい る要素は,'予 測 ・組
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織 ・命 令 ・調整 ・統制 であ ること,管 理職 能は,組 織体 の構成 員に よ って分担 され るが上級管理 者

の任務 のなか で と くに重 要な地位 を占め ること,作 業者 に とって最 も重要な能 力は技術的能 力であ

るが,上 級管理者 に と ってのそれは管 理能 力である ことを指摘 す る とと もに,技 術教育 のほか に管

理鞘 が重要であることを提唱 してい老亀 つついて彼は漕 職 能の遂行におレナる基準 もしくは指

針 と しての 「管理 の一一般 原則」 を,自 己め経験 に もとづ き,分 業,権 限,規 律,命 令 の一元性・指

揮:の}元 性,個 人的利 益 の全体的利益へ の従属,報 酬,権 限 の集 中,階 層組織,秩 序・公正 ・従 業

員の安定,創 意,従 業 員の団結 の14に つ いて示す とともに,管 理の要素に関連 づけて,管 理の原

則 と方法 を詳細 に論 じてい る。 その場 合,管 理職能 の遂行,そ れ に必要 な諸方法 が依拠 すべ き基 準

とな る 「管理 の一般 原則」 は,前 掲 の書名 が示 してい るよ うに,彼 においては,企 業のみな・ち ず・
セゆ ロ

すべ ての組織体 にあて は まる普遍性 をもつ もの として扱 われてい る。

フア ヨールの管理 原則 その ものは》 経験的 に価 値あ るもの と認 め られた管 理の規準 や方法 の よせ

ゆ

集 め的 なも ので ある。 しか し,管 理職能 を構成す る諸要素 に関連 づ けて管理原則 を体系 化 しよ うと

す るフア ヨー ルの試 みは,組 織 を管理職能 の一構成 要素 とす るこ とに よって,「 組織原 則」 と 「管

理原則」 の区別 ・関連 をめ ぐる1930年 代 の 「組織 と管 理」・の理論 にみ られ た混乱 を解消 し,管 理

原則 の体 系化のた めの よ り広 い理論的 なわ く組 をつ くりだす もの と して意味 があ る。 フア ヨールの

研究 の英 訳書は,1929年 に ジュネー ブの 「国際管 理協 会」(lntemationalInstituteofManage・

ment)か ら出 され たが,ア メ リカ では,フ ア ヨールの研 究はほ とん ど知 られて いなか った。行 政学

者 であ るギa一 リックは,そ の例外 の一人 であ った。 彼 は,前 掲 の1936年 の論文 で・ フア ヨール

の管理要素 に依拠 しつつ最高経営者 の職能的 要素につ いて独 自の体 系 を示 し・POSDCORBと い う

造語 をそれにあてた。 計 画化(Planning),組 織化(Organizing)・ 人 員配置(Staffing)・ 指 導

(Directing),調 整(Co・ordinating),報 皆(Reporting),予 算編成(Budgeting)が ・その内容 で あ

る。 しか し,プ ア ヨールの研究が アメ リカ の経 営学著た ちに注 目され,管 理研 究の理論的わ く組 と
　

して広 く活用 され るよ うにな るのは,1949年 以降 の ことであ る。 か くて,1950年 以降 のアメ.リカ

経 営学の管 理技術論的 ・職能論的研 究は,フ ア ヨール が示 した管 理職能 を構成 する諸要素一 予測 ・

計 画,組 織,命 令,調 整,統 制一 に注 目し;管 理 を,管 理 の諸 要素か らな る連続的 な行為 の過程 と

して把握 す るとともに,そ れにか かわ る普遍 妥当性 を もつ管理 の原則 や方法 を体 系化 しようとす る

「管理 過程論」(managementprocesstheory)と して展開 をとげ るよ うにな った。

5・ 簡単 な総括一評価 と批判

前世 紀 のおわ りごろ¢》f工場 管 理運動」(shopmanageme就movement)の な かか らうまれた テ

イラー の 「科学的管理」論 を始慮 とす るア メ リカ経営 学 の管理嬉術論的 ・職能論的TiJf究妹,以 上概
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観 した よ うな1920年 代 か ら1930年 代 にかけて の展 開過程 を経 て・第 二次 世界大戦後 には・経 営者

の実脚 三役立 つ管 理の原則 や方法 を経 験 のな かか ら擁咄 す るとと もに,そ れ らを管 理職能 の構成諸

要素にそ くして体 系化 しよ うとす る 「管理過程論 」 と して展 開 をとげ るに至 った。 この ような管 理

技術論的 ・職能論的 研究 の流 れは,管 理 が工学的 な意味 での技術 的職能 とは区別 され るものであ る

ことについての一般 的認識 を,管 理職能 の特性 やそ の職能 の構成 諸要素 の分析 に よ り深 め させ ると

い う一定の積極的役 割 を果 た して きてい るも それは また,管 理職 能 の遂行 に際 して依拠 すべ き原 則

や方法 を経 験的に抽 出 し公 式化 す る ことに よ り,経 営実践 の 目的合理性 を高め る うえで一定 の役 割

を果た して きてい る。 そのたやに,管 理 技術論的 ・職能論 的研究は,現 在なお経営者 の思考や実践

に影響 をお よぼ し,ア メ リカ経営学 におけ る主流 の一つ をな してい る。

しか し他方 にお いて,管 理技術論 的 ・職能 論的研 究 の もつ限界 も,ま す ます明 らか にな ってきて

いる。 この限界は,な に よ りもまず,経 営者 ・管 理者の実践土 の必要 性を基準 とす る研究 の立場 か

ら生 じてい るといえ る。 このよ うな 立場 か らの実用 主義的研 究であ るこ とに よって,管 理技術論的

・職能論的研 究においては,経 営 ・管 理 の諸問題 は,経 営者 ・管 理者 の実践上 の必要性 の範 囲にお

いてのみ対象化 され,経 営 ・管理 者の問題解決的 行動 との関 連において現実性 を与 え られ るにす ぎ

ない。経 営 ・管理 の諸問題 を,そ の全面的 な連 関 にお いて,不 断 の発展 において,そ ・して歴 史的性

格において究明す るとい うことは,そ こでは主 た る課題 にな っていな い。 したが って,経 営 ・管理

活動の現実的展開のな かで生 じて くる経営 ・管 理 の諸問題 に実用 主義的 に対応 す るだ けの研究 とな

ることに よ って,管 理 の技術 論的 ・職能給的研 究は,特 定条件 の もとで問題解決 に有効 であ ると認

め られた経験的知識 や技法 を,管 理 の 「一般原則」 と して公式化 してい くζとに重点 をお くよ うに

な る。 そのために,「一般 原則」は ます ます細 目的 な もの とな り,相 互矛盾的 な 「一般原則」の公 式化

もなされ ることにな る。 こ うして得 られ る 「一般原則」の実践的有効性 につ いて,サ イモ ン(H.A.
ゆ

Simon)が,互 に矛盾 す る 「諺」 の よ うな もの であ ると批 判 した のは,的 は ずれ の批判 ではなか っ

たとい える。

管理技術論的 ・職能 論的研 究の もつ限界 は,職 能論的 に偏 った理 論的 わ く組 か ら も生 じている。

経営 ・管 理 の技術的合理性 を,「 な され るべき仕 事」・職能 の面か ら確保 す るとこをめ ざ し,こ の研

究の流 れは,.い わゆ る 「職能化 の原理」 を管理 職能 の構成 要素 に まで拡 げ るとと もに,そ れ らにか

かわる もの と して公式化 した管 理 の 「一般原則」 の普遍 妥 当性 を,管 理職 能が社会的 ・集団的活 動

に不可欠な職能 であ ることを根拠 に主 張す るに至 ったので あ るが,し か し,職 能 を担 う人間 ・個 人

および人間相互のあいだの社会的関係は,こ の職能論的なわ く組のなかには,き わめて限 られた部

分のみが含 まれるにすぎないか らである。すなわち,そ のわ く組のなかに含 まれる人間および人間

関係は,職 務に必要な能 力や職務の階層体系 ・権限や責任の体系において捉 えられたそれであるに

すぎず,さ まざまな欲求や感情 をもち,自 主性 と創造性をもって意識的に行動する生きた現実の人
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間およ び人間 の社会 的諸関係,そ れに起 因す る人間的 ・社会的 要求や行動は,そ こではわ く組 のぞ

とに排 除 され る。 この後者 を統制 す るこ とに よって経 営 ・管 理の技術的合理性 を確保 す るために,

管理 の技術論的 ・職能論的研 究は,そ の展開 の過程 で,個 人 の物質的欲 求や感情的 ・心理 的特性 を

重視 す る管理技法 をもあみだ したのであ る。 しか し,経 営 ・管 理の合理化 が人間 の 自主性 や創 造性

の発展 と調和 しうる現 実的条件 をもたない資本主義生産関係 の もとでの経営 ・管 理の実践は,こ の

人間的 ・社会的要 求や行動 を,経 営 ・管 理の職能論的 なわ く組 をは るかに越 える もの に し,そ の こ

とに よって また,管 理技法 の限 界 を も明 らかに させ ることにな る。

この よ うな管 理 の技術論的 ・職 能論的研 究の限界 は,ア メ リカ経 営学 の内部 で も早 くか ら認識 さ

れてい た。 た とえば,す で にみ れた ように,ギ ユー リックは 「階 層制度 に よる調整 」 を補 完す るも

の と して 「観 念 によ る調整 」 の重要性 を指摘す る ことで,職 能論的 なわ く組 の狭溢性 を示唆 した

が,1920年 代 に フオ レッ ト(M.P.FoUet)に よって なされた,支 配(domination)や 妥協(com一

ゆ

proMise)・ ではな く統合(integration)を 通 じた人間関係 の調整 の必要 性の提唱 も,組 織 や管理 に

おけ る人間関係の重要性 を論 じた もので あ った。 また,メ イヨー(E.Mayo)一 派は,「 人間協働

ゆ

の限 界は,フ ォ}マ ル組織 よ りもインフ ォー マル組織 に よって規定 される」 とす る主 張 を,職 能的

な関係 によ って規 定 され る人間関係 に対 す る心理的 ・感情的 な関係 によ って規定 され る人間関係 の

重要性 を結論 として導 きだ した1920年 代 か ら1930年 代 にかけての実験 的研究に もとづ いて行 って

い る6i一 方,バ ーナー ド(C.1.Barnard)も,1930年 代 に,管 理職能 を理解す るためには 「組織 の

:地誌 や製 図法 以上 の もの」,す なわち 「いかな る種類,性 質 のカが,ど の よ うに作用 してい るかを
　 グ

知 るこ と」が必要 であ ると強 調 し,職 能論的 わ く組 に も'とつ く研究 の一面性 を批判 してい る。

管 理 の技術論的 ・職 能論 的研 究は,以 上 の よ うな理論的限 界か ら生 じた相 互矛盾的 な管 理諸原則

の問題,人 間行動 に関す る非現 実的 仮定,そ して,技 術論的 ・職能論的研 究に必然 す る静態的で閉

鎖的 な組織 体観 ・「ク ロー ズ ト・システム」(closedsystem)観 な どの点で,ア メ リカ経 営学 の内部

で批判 の対 象 にされてきてい る。管 理技術論的 ・職能 論的研 究の展 開形態 で曲 る 「管 理過程」'論は1

こ うした批判 に対応 す るとと もに,経 営 ・管 理の実践 に対す るその有効 性 を失 わないために,今 日,

他 の研 究の流 れの成 果 を.も取 り入 れなが ら内容 の拡 充 をはか って い る。 そ し て,管 理 の 「一般 原

則」 の普遍妥 当性 に関 す る従来の強 い主張 に も,… 定の修正が くわ えられつつあ る。 た とえば,「管

理過程 論」の代 表者 であ るクー ンツとオ ドンネル(H.KoontzandC・0'donnell)は,書 物r経 営

管 理 の諸原則』・(PrinciplesofManagement)の 表題 を1976年 に 『経営管理』(Management)に

改 める とともに,副 題 も 「管理職能 の分析 」(ananaly貫isofmanagerialfunctions)か ら 「管理

職能 の システム的 な らび に条件的分析」(asystemandcontingencyanalysisofmanagerial

functions)」 に変 更 してい る。 これは,ア メ リカ経営学 の最近 の研 究動 向 を意識 し,多 様 な研究 の

成果 を内容 に取 り入れ るための もので ある。 ただ し,彼 らは,管 理 者はあ らゆ る場 合 に普遍的 にあ
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ては まる管 理の最善 の方法(onebestway)が ない ことを知 っているが,そ の ような もの としての

.管理の諸原則 を列挙 した書物 と誤解する教師や読者がいるために肇更 したのであって・管理ρ諸原

則が存在 しない とか,あ るいは,そ れ らが管 理に とって重 要 ではな い と考 えたためではない と強調

している^

注(1)権 泰 吉 「ア メ リ カ経 営 学 の 性 格 と主 要 学 派 」r経 営 論 集 』 第27巻 第2号,1979年 。

(2)F.A.E.S;,WasteinIndu6try,'1921,p.8.

(3)E.A.E.S.,op.cit.,pp.24～33.

(4)G.Filipetti,IndustrialManagementinTransition,1953,p.144。

(5)R,Villers,TheDynamicsofIndustrialManagement,1954,p。77.

(6)報 告 書 は,無 駄 の50%以 上 を 経 営 者,25%を 労 働 者 の 責 任,の こ り.を外 的 要 因 に よ る も の と して

い る。F.A.E.S.,op.cit.,p.g.

(7)R.Villers,op.cit.,p.83.

(8)J.T.Mckelvey,AFLAttitudesTowardProduction,1900～1932,1952.小 林 康 助 ・岡 田 和 秀

訳 『経 営 合 理 化 と労 働 組 合 』 風 媒 社,1972年,111～115頁6

(9)CommitteeonRecentEconomicChange,RecentEconomicChangeintheUnitedStates,1929,

P.88.

Oo)CommittesonRecentEconomicChange,op,cit.,p.89.

CDCommittesonRecentEconomicChange,op.cit.,pp,116～119.た とえ ば,建 築 用 材 の レ ン ガ

は75種 類 か ら2種 類 に,ス チ ー ル 窓 枠 は43,000種 類 か ら2,200種 類 に,ホ テ ル 瀬 戸 物 は700種 類 か ら
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